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要旨：森林計画から個別事業の計画まで多数の工程、判断が絡んだ地域森林の経営事業において、ビジネス的な林

業事業を行うには、地域林業のビジネスモデルを構築するとともに、工程状況の把握評価とビジネスフローの判断設

定が不可欠である。クラウドシステムを用いたそれら作業の支援システムを構築している。現場作業データ、商流の

データ、需要データの収集とデータベース化、それに基づいた判断を可能とする支援ツール群である。これらを適切

に運用するための構成と機能機構について検討した。日に 50m3の素材を生産するタワーヤーダ作業を想定し、60

年主伐、20 年、40 年で間伐処理を標準とすると、循環利用する資源林としての針葉樹人工林は 900ha ほどを当該

タワーヤーダ作業チームの事業対象林地総面積となるように設計することが適切である。 
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Ⅰ はじめに 

日本国内の木材素材生産量の増加を目指して各種取り

組みが進められている。本研究は ICT を活用して、地域

林業を事業展開するための、木材 SCM システムを構築

することを目標として事業を進めているプロジェクト

（スマートフォレストリー構築事業(1)）において、とく

に森林経営、素材生産、木材搬出の川上工程での事業情

報システム化のために課題となる、森林経営計画と生産

技術のバランスについて検討した。 

 

Ⅱ あらたな地域林業技術と構成 －スマートフォレス

トリー－ 

地域林業を展開する際に、生産コストを抑える技術が

有用であることはもちろんだが、素材生産や運搬、集積

などの工程が有機的に連携し、地域林業総体が適正化で

きることが求められる。ここで、「森林の育成や利用の計

画（森林所有者、地域社会、行政機関との連携）」、「森林

施業と生産された木材の管理（現場と事務所での林業従

事者間の連携）」、「生産された木材の需要先とのマッチン

グ（林業従事者と製材工場・木質バイオマスプラント等

の需要者との連携）」、これらの３つのセクションが適切

に情報網で連結されシステム化された、いわば情報シス

テム化林業をスマートフォレストリーと総称し（(1,2)、

図－1）、これらの具現化を実証すべくプロジェクト事業

を推進している。しかしながら、地域の森林資源と生産

技術には独立ではなく、立木成長と地域森林を経営する

計画、および生産技術の生産性がバランスすることが、

地域林業がビジネスとして成立するためには必要である。 

 

 

図―１．スマートフォレストリーの概念図 
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Ⅲ 技術と経営計画とのバランス 

素材生産技術が優れていれば生産能率は高く、生産コス

トは小さい。しかし高い生産性を得るための機械を含む

作業システムの経費は高いのが通常である。当然それら

を確実に減価償却するために、年間の稼働日数を確保す

ることが必要である。例えば、機械装備費が 8,000 万円

で、人件費、消耗品費が積算される機械作業班を想定す

る。減価償却期間５年、年間の稼働日数を200日として、

作業経費は班日あたり 10 万円ほどとなる。この作業班

で日当たり 50m3 の素材を生産すると生産作業単価は

2,000 円ほどである。 

 同時に、高能率な作業班の事業量を確保するために、

地域の森林施業が計画的に確実に遂行される必要がある。

また複数年間の事業量を確実に得るために森林育成と収

穫利用を計画的に行う必要がある。施業と育成利用の２

面において計画的な遂行が求められる。 

年間の生産事業によって得る素材材積 B を想定し、そ

れを可能にする事業面積 A を算出すると式(1)であらわ

すことができる。ここで地域の森林は定められた輪伐期

Y=60 年で循環伐採収穫することとする（以下同様）。ま

た、除伐、間伐は以下の表１のように設定した。また年

間の作業（機械稼働）日数をD とする。間伐 i における

生産素材量を𝑣𝑖、その際の作業の生産性を𝑝𝑖とする。単

位面積あたりの素材生産量Vは、V = ∑ 𝑣𝑖𝑖 である。 

A =
𝐷𝑌

∑
𝑣𝑖
𝑝𝑖
𝑖

                       (1) 

また、同様に年間の作業日数 D と作業能率𝑝𝑖を想定し、

それらをバランスさせる事業面積 A’は式(2)であらわす

ことができる。 

A′ =
𝐵𝑌

𝑉
                 (2) 

以上の A と A’は等しくならないと、事業量と作業面積と

作業水準（作業能率であらわされる）が、地域林業事業

がバランスしないことになる。そこで、式１と式２であ

らわされる事業面積を等号でむすび式３をえる。 

B =
𝐷𝑉

∑
𝑣𝑖
𝑝𝑖
𝑖

                       (3) 

これによって当該条件のバランスする年間素材生産事業

量が算出される。年間素材生産量と年間事業面積、素材

皆伐作業での素材の生産性（間伐においては林齢によっ

て皆伐の６割、４割程度を想定）の関係をみると、現状

の森林組合程度の組織では、順に 4,700m3、約 550ha、

30 m3 /班日、高性能タワーヤーダを装備した先進的な事

業体では順に 7,300 m3、約 900ha、50 m3 /班日(表－１)、

今日的な最先端的な機械技術を導入した事業体では、順

に 12,000 m3、約 1,500ha、100 m3 /班日はバランス点

であることが導出された。 

 ここでは、主伐、間伐ともに同じ機械作業システムで

作業すると想定したが、それぞれの処理能率の高い、ま

たは経費的に有利な機械作業システムで分担処理するこ

とが考えられる。そのような検討も課題である。 

 

表－１．素材生産における出材量と事業面積のバランス 

 

 

Ⅳ おわりに 地域林業経営と技術の実装シナリオ 

 作業班あたりの年間の事業量を試算すると、高生産性

な機械を装備する作業班でも年間に 1,000 弱の事業面積

を与えることができれば、年間フル稼働することが示さ

れた。地域林業が活性的に素材生産事業を取りまとめて

生産作業を推進することができれば、よくある森林が１

万 ha ほどの市町村森林で人工林率が５割程度のところ

でも５班もの機械化素材生産作業班が事業し続けること

ができる。自然の影響を受け、社会的制約を受け、私的

所有の自由さを許容して成り立つ。本研究では許容度の

ないモデルで検討を行った。許容度のあるモデルによる

検討に展開していく必要がある。 
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